
現場代理人の常駐義務緩和（兼務）に係る事務手続き等 

 ・金額要件を令和７年４月１日から次のとおり改定しましたのでお知らせします。 

 池田町役場企画財政課 

 

１．指名委員会における確認 

（１）入札に付す工事が、現場代理人の兼務が可能である工事かの確認。 

（２）現在、施工している工事のうち現場代理人の兼務が可能である工事の確認（抽出）。 

 

～ 兼 務 要 件 の 確 認 ～ 

① 工事場所が町内であること。 

② ３件までの工事の兼務であること。 

③ 兼務を行う工事の１件の予定価格が４，５００万円未満（建築工事は、９，０００万

円未満）（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）であること。 

（ただし、建設業法施行令第27条第2項に該当する工事も対象） 

 

 

 

２．競争入札指名通知 

 （１）指名通知において、現場代理人の兼務が可能である工事は、通知文書にその旨を記載

する。 

 （２）現場代理人の兼務が可能である工事は、現在施工中の工事の中で兼務可能な工事の可

否について別紙に記載し周知する。 

 

 

３．現場代理人兼務申請書の提出 

 （１）請負業者は、現在施工中の工事との兼務を希望する場合は「現場代理人兼務申請書」

（様式第１号）を作成し、各工事の工事監督員に確認及び承認を得た上で管財契約係に

提出。申請内容について管財契約係で起案、両工事担当課・合議により決裁し、兼務の

可否を決定する。 

 

 

４．現場代理人の変更 

 （１）現場代理人を兼務している各工事の工事監督員は、施工現場において安全管理や施工

管理等が確保されていないと判断した場合は、兼務の取り消しを行うことができるもの

とする。 

（２）請負業者の都合により、兼務申請をしている現場代理人の変更を申請する場合は、通

常の変更申請（現場代理人等指定通知書変更届等）を行い、工事監督員は変更の届出を

受理するものとする。 

 

 

別 紙 


